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(57)【要約】
【課題】ＰＥＴ、ＰＥＮ等の耐熱性が低い基材を使用す
る場合でも、基材に熱影響を与えず、体積抵抗率の小さ
い導体膜を製造する方法の提供。
【解決手段】基材を準備する工程と、前記基材上に、水
素化銅微粒子または銅微粒子を含む導電インクの塗膜を
形成する工程と、前記塗膜を１００～２００℃で加熱し
て焼成膜を形成する工程と、前記焼成膜をレーザー光の
照射により３００～５００℃で加熱する工程とを備える
導体膜の製造方法。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材を準備する工程と、
　前記基材上に、平均一次粒子径が５～１００ｎｍの、水素化銅微粒子または銅微粒子を
含む導電インクの塗膜を形成する工程と、
　前記塗膜を１００～２００℃で加熱して焼成膜を形成する工程と、
　前記焼成膜をレーザー光の照射により３００～５００℃で加熱する工程とを備えること
を特徴とする導体膜の製造方法。
【請求項２】
　前記焼成膜の光吸収率は、波長３００～１０００ｎｍにおいて４０～１００％である請
求項１記載の導体膜の製造方法。
【請求項３】
　前記導体膜は、銅微粒子を連接して含む請求項１または２記載の導体膜の製造方法。
【請求項４】
　前記導体膜は、ホウ素、ナトリウムおよび炭素を含む請求項１～３のいずれか１項記載
の導体膜の製造方法。
【請求項５】
　前記導電インクは、
　非水溶性の有機溶媒に、沸点が２５０℃以下で炭素数７以上のアルキル基を有するアル
キルアミンと、一次粒子径が５～８０ｎｍの水素化銅微粒子または銅微粒子が分散し、表
面張力が２５～４０ｄｙｎ／ｃｍ、２０℃での粘度が８～４０ｍＰａ・ｓである請求項１
～４のいずれか１項記載の導体膜の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導体膜の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、プリント配線等の回路パターンを有する導体付き基材の製造方法としては、銀
、銅等の金属微粒子を分散させた分散液からなる導電インクを、基材上にインクジェット
印刷法により印刷し、加熱して導体を形成する方法が知られている。特に、銅を主成分と
する導電インクは、コストの点で、銀微粒子よりも有利であり広く用いられるようになっ
ている。
【０００３】
　導体を形成する方法においては、金属粒子どうしの焼結を促進し、耐薬品性や耐候性が
充分で、体積抵抗率の小さい導体を得るために、高温で加熱することが必要である。一方
で、基材としてＰＥＴ（ポリエチレンテレフタラート）、ＰＥＮ（ポリエチレンナフタレ
ート）などの高分子フィルムを用いて印刷により導体を形成することも行われており、こ
の場合には、基材の耐熱性の点から、加熱は２００℃以下の低温で行う必要がある。
【０００４】
　このような焼結を促進する加熱方法として、特許文献１には、パルス光源を用いた光照
射により加熱する方法が開示されている。特許文献２には、レーザー等を用いて表面を加
熱する方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特表２００８-５２２３６９号公報
【特許文献２】特開２０１１－２５２２０２号公報
【０００６】
　しかし、特許文献１、２の方法では、材料である銀、銅、鉄、亜鉛、チタン等のナノ粒
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子の特性とパルス照射、レーザー照射の条件やその組合せが最適化されておらず、これら
の方法で水素化銅微粒子または銅微粒子を含有する導電インクの加熱を行う場合には、加
熱温度を制御することが困難であり、銅微粒子間で十分な融着が進まず、得られる導体の
体積抵抗率の低減が不充分であるという問題があった。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明はこのような問題を解決すべくなされたものであり、ＰＥＴ、ＰＥＮ等の耐熱性
が低い基材を使用する場合でも、基材に熱影響を与えず、体積抵抗率の小さい導体膜を製
造する方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の導体膜の製造方法は、基材を準備する工程と、前記基材上に、平均一次粒子径
が５～１００ｎｍの、水素化銅微粒子または銅微粒子を含む導電インクの塗膜を形成する
工程と、前記塗膜を１００～２００℃で加熱して焼成膜を形成する工程と、前記焼成膜を
レーザー光の照射により３００～５００℃で加熱する工程とを備えるこ
とを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の導体膜の製造方法によれば、平均一次粒子径が５～１００ｎｍ以下の、水素化
銅微粒子または銅微粒子を含む導電インクにより形成した塗膜を１００～２００℃で加熱
して形成された焼成膜部分のみを、レーザー照射により高温で加熱して導体膜を形成でき
るので、ＰＥＴ、ＰＥＮ等の耐熱性が低い基材を使用する場合でも、基材に熱影響を与え
ず、体積抵抗率の小さい導体膜が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】例１、２における焼成膜による光吸収率と波長の関係を示すグラフである。
【図２】例３における焼成膜による光吸収率と波長の関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
＜導体膜の製造方法＞
　本発明は、導体膜の製造方法であり、基材を準備する工程と、前記基材上に導電インク
の塗膜を形成する工程と、前記塗膜を１００～２００℃で加熱して焼成膜を形成する工程
と、前記焼成膜をレーザー照射により３００～５００℃で加熱する工程とを備える。本発
明の製造法における、各工程について説明する。
【００１２】
　本実施形態において、導電インクの塗膜を形成する工程（以下、塗布工程ともいう。）
について説明する。
　本実施形態の塗布工程において、導体インクを塗布する方法としては、インクジェット
印刷、スクリーン印刷、ロールコート、エアナイフコート、ブレードコート、バーコート
、グラビアコート、ダイコート、スプレーコート、スライドコート等の方法が挙げられる
。なかでも、インクジェット印刷が特に好ましい。
【００１３】
　このときの塗布パターンは、基材の全面に塗布することも、パターン状や模様状に塗布
することもできる。塗布方法や使用目的、用途に応じて、水素化銅微粒子または銅微粒子
の粒径や分散剤、溶媒およびその他配合物の種類を適宜選択できる。また、分散液の粘度
や水素化銅微粒子または銅微粒子の固形分としての濃度についても同様に適宜選択できる
。
【００１４】
　インクジェット印刷を用いる場合には、導電インクの吐出口であるノズルと、基材との
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相対的な位置を変化させること等により所望のパターンを基材上に描くことができ、形成
する導電インクの塗膜の厚さや幅を調整できる。
【００１５】
　インクジェット印刷の場合、所望のパターンの導体膜の形成が容易な点から、インク吐
出孔の孔径を０．５～１００μｍとし、基材上に付着した導電インクの直径が１～１００
μｍとなるようにすることが好ましい。
【００１６】
（基材）
　基材としては、無アルカリガラス、石英ガラス、結晶化透明ガラス、パイレックス（登
録商標）ガラス、サファイアガラスなどのガラス類、Ａｌ２Ｏ３、ＭｇＯ、ＢｅＯ、Ｚｒ
Ｏ２、Ｙ２Ｏ３、ＣａＯ、ＧＧＧ（ガドリウム・ガリウム・ガーネット）等の無機材料、
ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、ＰＥＮ（ポリエチレンナフタレート）、ポリプ
ロピレン、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリレート等のアクリル樹脂、ポリ塩化ビ
ニル、塩化ビニル共重合体等の塩化ビニル系樹脂、エポキシ樹脂、ポリアリレート、ポリ
サルフォン、ポリエーテルサルフォン、ポリイミド、フッ素樹脂、フェノキシ樹脂、ポリ
オレフィン系樹脂、ナイロン、スチレン系樹脂、ＡＢＳ樹脂等の有機材料、その有機材料
に直径数ｎｍの無機粒子が分散された複合材料で形成される基板、シリコンウエハ、金属
板等を使用できる。用途に応じてこれらの材料から適宜選択できる。電子部材用途におい
ては、成形が容易であり、耐薬品性等の化学的特性に優れるＰＥＴ、ＰＥＮが特に好まし
い。なお、その大きさについて制限はなく、形状も円盤状、カード状、シート状などいず
れの形状であってもよく、基材の表面も平面である必要はなく、凹凸または曲面を有する
ものでもよい。
【００１７】
　前記基材上には、前記基材表面の平面性の改善、接着力の向上および金属銅含有膜の変
質防止などの目的で、下地層が設けられていてもよい。該下地層としては、例えば、高分
子材料、熱硬化性または光・電子線硬化樹脂、カップリング材などの表面改質剤により形
成された下地層等が挙げられる。該下地層は、基材と導体膜の密着性を向上させるものや
、親液性、撥液性を持つものが好ましく、具体的には、熱硬化性または光・電子線硬化性
樹脂に、必要に応じてカップリング剤等の表面改質剤およびコロイダルシリカ等を用いて
形成した層が好ましい。
【００１８】
（導電インク）
　本発明に用いる導電インクは、水素化銅微粒子または銅微粒子を含有し、後述する製造
方法により得られる水素化銅微粒子分散液または銅微粒子分散液を用いて製造された導電
インクを使用できる。
＜水素化銅微粒子分散液の製造方法＞
【００１９】
　実施形態の水素化銅微粒子を含有する分散液は、溶媒（Ａ）中でアルキルアミン（Ｂ）
の存在下、ヒドリド系還元剤により銅（II）塩を還元する方法により得ることが好ましい
。
【００２０】
　溶媒（Ａ）は、ＳＰ値が８～１２の溶媒が好ましい。ＳＰ値が８～１２であれば、溶媒
（Ａ）と水との相溶性が低く、反応系中に水が混入することを抑制できる。これにより、
溶媒（Ａ）中に溶解したヒドリド系還元剤が水と反応して不活性化することを抑制できる
。
　溶媒（Ａ）のＳＰ値は、８．５～９．５がより好ましい。
【００２１】
　溶媒（Ａ）としては、例えば、シクロヘキサン（ＳＰ値８．２）、酢酸イソブチル（Ｓ
Ｐ値８．３）、酢酸イソプロピル（ＳＰ値８．４）、酢酸ブチル（ＳＰ値８．５）、四塩
化炭素（ＳＰ値８．６）、エチルベンゼン（ＳＰ値８．８）、キシレン（ＳＰ値８．８）
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、トルエン（ＳＰ値８．９）、酢酸エチル（ＳＰ値９．１）、テトラヒドロフラン（ＳＰ
値９．１）、ベンゼン（ＳＰ値９．２）、クロロホルム（ＳＰ値９．３）、塩化メチレン
（ＳＰ値９．７）、二硫化炭素（ＳＰ値１０．０）、酢酸（ＳＰ値１０．１）、ピリジン
（ＳＰ値１０．７）、ジメチルホルムアミド（ＳＰ値１２．０）等が挙げられる。
【００２２】
　アルキルアミン（Ｂ）は、炭素数７以上のアルキル基を有し、かつ沸点が２５０℃以下
のアルキルアミンが好ましい。
　アルキルアミン（Ｂ）におけるアルキル基の炭素数が７以上であれば、生成する水素化
銅微粒子の分散性が良好となる。なお、本発明では反応場が有機相であるため、水からの
保護を目的として、炭素数の大きいアルキルアミンを使用する必要がない。アルキルアミ
ン（Ｂ）におけるアルキル基の炭素数は、沸点が高くなりすぎることを抑制する点から、
１１以下が好ましい。
【００２３】
　アルキルアミン（Ｂ）の沸点が２５０℃以下であれば、導電インクを用いて導体膜を形
成する際に、アルキルアミン（Ｂ）が微粒子表面から脱離し、揮発して体積抵抗率の低い
導体膜を形成できる。アルキルアミン（Ｂ）の沸点は、加熱時の脱離性および揮発性の点
から、２５０℃以下が好ましく、２００℃以下がより好ましい。また、アルキルアミン（
Ｂ）の沸点は、アルキル基の炭素数を７以上とする点から、通常は１５０℃以上が好まし
い。
　アルキルアミン（Ｂ）のアルキル基は、得られる水素化銅微粒子の分散安定性の点から
、直鎖アルキル基が好ましい。ただし、アルキルアミン（Ｂ）のアルキル基は、分岐アル
キル基であってもよい。
【００２４】
　アルキルアミン（Ｂ）としては、ｎ－ヘプチルアミン（アルキル基の炭素数７、沸点１
５７℃）、ｎ－オクチルアミン（アルキル基の炭素数８、沸点１７６℃）、ｎ－ノニルア
ミン（アルキル基の炭素数９、沸点２０１℃）、１－アミノデカン（アルキル基の炭素数
１０、沸点２２０℃）、１－アミノウンデカン（アルキル基の炭素数１１、沸点２４２℃
）が好ましく、ｎ－ヘプチルアミン、ｎ－オクチルアミンがより好ましい。
　アルキルアミン（Ｂ）は、１種を単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００２５】
　アルキルアミン（Ｂ）の添加量は、得られる水素化銅微粒子分散液中の水素化銅微粒子
の分散性が良好になる点から、溶媒（Ａ）の１ｇに対して、０．２×１０－３モル以上が
好ましく、０．２５×１０－３モル以上がより好ましく、０．３×１０－３モル以上が特
に好ましい。また、アルキルアミン（Ｂ）の添加量が過剰であると、銅（II）塩に配位し
きれなかったアルキルアミン（Ｂ）が導体膜形成時に残留し、導体膜の体積抵抗率を上昇
させるおそれがある。よって、アルキルアミン（Ｂ）の量の上限は、溶媒（Ａ）の１ｇに
対して、０．７５×１０－３モル以下が好ましく、０．７×１０－３モル以下がより好ま
しく、０．６×１０－３モル以下が特に好ましい。
【００２６】
　こうして平均一次粒子径が５～１００ｎｍ、より好ましくは５～７０ｎｍ、特に好まし
くは５～３５ｎｍの水素化銅微粒子（一次粒子）が、溶媒（Ａ）に分散された水素化銅微
粒子分散液が得られる。水素化銅微粒子の平均一次粒子径は、アルキルアミン（Ｂ）の添
加量、およびヒドリド系還元剤の添加量により調節できる。アルキルアミン（Ｂ）の添加
量を多くすることで、水素化銅微粒子の平均一次粒子径が小さくなる傾向がある。また、
ヒドリド系還元剤の添加量を少なくすることで、水素化銅微粒子の平均一次粒子径が小さ
くなる傾向がある。
【００２７】
　得られる水素化銅微粒子分散液における固形分としての水素化銅微粒子の濃度は、分散
液全体を１００質量％として、１～６質量％が好ましく、２．５～４．５質量％がより好
ましい。水素化銅微粒子分散液の前記固形分濃度が１質量％未満であると、濃縮工程に時
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間がかかり、生産性が低下するおそれがある。水素化銅微粒子分散液の固形分濃度が６質
量％を超えると、分散液中の水素化銅微粒子の分散安定性が悪化するおそれがある。
【００２８】
＜銅微粒子分散液の製造方法＞
　銅微粒子分散液は、前記水素化銅微粒子分散液の製造方法で得られた水素化銅微粒子分
散液を不活性雰囲気中で６０℃以上の温度で加熱処理することで製造できる。
　加熱温度は、加熱処理時間（温度が低いと時間がかかる）と得られる銅微粒子の分散粒
径（温度が高すぎると凝集してしまう）の観点から、８０～１００℃が好ましい。
【００２９】
　このように、平均一次粒子径が５～１００ｎｍ、より好ましくは５～７０ｎｍ、特に好
ましくは５～３５ｎｍの銅微粒子（一次粒子）が、溶媒（Ａ）に分散された銅微粒子分散
液が得られる。銅微粒子の平均一次粒子径は上記した水素化銅微粒子分散液を製造する場
合と同様に調節できる。
【００３０】
　得られる銅微粒子分散液における固形分としての銅微粒子の濃度は、分散液全体を１０
０質量％として、１～６質量％が好ましく、２．５～４．５質量％がより好ましい。銅微
粒子分散液の前記固形分濃度が１質量％未満であると、濃縮工程に時間がかかり、生産性
が低下するおそれがある。水素化銅微粒子分散液の固形分濃度が６質量％を超えると、分
散液中の銅微粒子の分散安定性が悪化するおそれがある。
【００３１】
　本発明に用いる導電インクは前記した製造方法により得られる水素化銅微粒子分散液ま
たは銅微粒子分散液の固形分濃度、粘度を調整する、溶媒（Ａ）を溶媒（Ｃ）に置換し、
固形分濃度、粘度を調整すること等により得られる。
【００３２】
　溶媒（Ｃ）としては、非水溶性の有機溶媒を使用する。非水溶性とは、室温（２０℃）
における水１００ｇへの溶解量が０．５ｇ以下であることを意味する。溶媒（Ｃ）は、ア
ルキルアミン（Ｂ）との親和性の点から、極性の小さい有機溶媒が好ましい。また、溶媒
（Ｃ）は、導体膜を形成する際の加熱によって熱分解を起こさないものが好ましい。
　溶媒（Ｃ）としては、例えば、デカン（水に不溶。）、ドデカン（水に不溶。）、テト
ラデカン（水に不溶。）、デセン（水に不溶。）、ドデセン（水に不溶。）、テトラデセ
ン（水に不溶。）、ジペンテン（水１００ｇへの溶解量０．００１ｇ（２０℃）。）、α
－テルピネオール（水１００ｇへの溶解量０．５ｇ（２０℃）。）、メシチレン（水に不
溶。）等が挙げられる。なかでも、インクの乾燥性の制御、塗布性の制御が容易である点
から、α－テルピネオール、デカン、ドデカン、テトラデカンが好ましい。
　溶媒（Ｃ）は、１種を単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００３３】
　水素化銅微粒子分散液または銅微粒子分散液の溶媒（Ａ）を溶媒（Ｃ）に置換する方法
としては、公知の溶媒置換方法を採用でき、例えば、溶媒（Ａ）を減圧濃縮しつつ、溶媒
（Ｃ）を添加する方法が挙げられる。
【００３４】
　本発明に用いる導電インクは、前記した水素化銅微粒子または銅微粒子、アルキルアミ
ンおよび溶媒以外に、シランカップリング剤やその他の添加剤を含有していてもよい。そ
の他の添加剤としては、消泡剤、湿潤分散剤、レベリング剤、乾き防止剤、レオロジーコ
ントロール剤、密着性付与剤が挙げられる。
【００３５】
　本発明に用いる導電インク（１００質量％）の固形分濃度は、要求される粘度によって
も異なるが、１５～７０質量％が好ましく、２０～６０質量％がより好ましい。導電イン
クの固形分濃度が前記範囲の１５質量％以上であれば、充分な厚さを有する導体膜を形成
しやすい。導電インクの固形分濃度が前記範囲の７０質量％以下であれば、粘度、表面張
力等のインク特性の制御が容易であり、導体膜の形成が容易になる。
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【００３６】
　なお、上記した水素化銅微粒子分散液または銅微粒子分散液から得られる導電インクは
、その製造方法のため還元剤およびアルキルアミンが含まれるが、製造される導体膜中に
これらの成分が残留しても残留分が少ないため差支えない。還元剤由来の成分やアルキル
アミン由来の炭素が導体膜中に存在していれば導体膜の製造のための材料を推定できる。
例えば、還元剤としてＮａＢＨ４を使用した場合には、導体膜中に、ホウ素、ナトリウム
および炭素が含まれることになる。
【００３７】
　本発明に用いる導電インクの２０℃での粘度は、５～６０ｍＰａ・ｓが好ましく、８～
４０ｍＰａ・ｓがより好ましい。導電インクの粘度が５ｍＰａ・ｓ以上であれば、インク
ジェット印刷を用いる場合にも精度良くインクを吐出できる。導電インクの粘度が６０ｍ
Ｐａ・ｓ以下であれば、入手しうるほとんどのインクジェットヘッドに適用可能となる。
【００３８】
　本発明に用いる導電インクの表面張力は、２０～４５ｄｙｎ／ｃｍが好ましく、２５～
４０ｄｙｎ／ｃｍがより好ましい。導電インクの表面張力が２０ｄｙｎ／ｃｍ以上であれ
ば、精度良くインクを吐出できる。導電インクの表面張力が前記範囲の４５ｄｙｎ／ｃｍ
以下であれば、入手しうるほとんどのインクジェットヘッドに適用可能となる。
　なお、本明細書において、導電インクの粘度は、Ｂ型粘度計（東機産業社製、装置名：
ＴＶＢ３５Ｌ）で測定した値である。表面張力は表面張力計（協和界面科学社製、装置名
：ＤＹ－５００）により測定した値である。
【００３９】
　本発明に用いる導電インクとしては、非水溶性の有機溶媒に、沸点が２５０℃以下で炭
素数７以上のアルキル基を有するアルキルアミンと、一次粒子径が５～８０ｎｍの水素化
銅微粒子または銅微粒子が分散した導電インクであり、２０℃での粘度は８～４０ｍＰａ
・ｓ、表面張力は２５～４０ｄｙｎ／ｃｍであることが特に好ましい。
【００４０】
　塗布工程の後、塗膜を１００～２００℃で加熱して焼成膜を形成する。ここで焼成膜は
、該加熱により保護剤や溶媒等の塗膜に含まれる化合物を分解および／または気化させた
膜を意味する。加熱方法としては、オーブン、ホットプレートによる加熱、ＩＲ加熱、フ
ラッシュランプ加熱、レーザー加熱、μ波プラズマ加熱等を用いた方法が挙げられる。該
加熱は、形成する導体膜の酸化を抑制しやすい点から、窒素雰囲気等の不活性雰囲気下で
行うことが好ましい。
【００４１】
　加熱温度は基材の種類などに応じて適宜設定できるが、ＰＥＴやＰＥＮ等のプラスチッ
ク基材に影響を与えない１００～２００℃が好ましい。また、前記した水素化銅微粒子ま
たは銅微粒子を含有する導電インクを用いて、焼成膜の光吸収率を３００～１０００ｎｍ
の波長で４０％以上とするために、窒素雰囲気下または真空下で加熱することが好ましい
。
【００４２】
　焼成膜による、レーザー照射過程において照射されるレーザー光の光吸収率は４０％以
上が好ましい。焼成膜の光吸収率は、３００～１０００ｎｍの波長で４０％以上がより好
ましい。後述するレーザーの照射エネルギーが焼成膜に吸収され、短時間で３００℃以上
の温度に昇温し加熱できるためである。光吸収率が４０％未満であるとレーザーの照射エ
ネルギーの大半が反射されてしまうために短時間で昇温ができず、光吸収率が５％以下で
あるとレーザー照射による昇温が難しくなる。
【００４３】
　加熱時間は、加熱温度に応じて適宜設定できる。前記した水素化銅微粒子または銅微粒
子を含む導電インクを用いる場合、溶媒（Ｃ）、銅（II）塩から遊離した酸、微粒子表面
から脱離したアルキルアミン（Ｂ）等を揮発させて光吸収率が上記した範囲となる焼成膜
を形成できる時間とすればよく、１０分～４８時間程度が適当である。
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【００４４】
（レーザー加熱工程）
　該加熱で形成した焼成膜の全領域または一部領域に、レーザー光を照射して３００～５
００℃となるように加熱する（以下、レーザー加熱工程ともいう。）。レーザー発振器で
発振したレーザー光をレンズ集光し、照射径を適宜設定して焼成膜にレーザー光を照射し
ながら、レーザー搭載部または基材を移動させて基材上にパターンを描く。レーザー光は
焼成膜に吸収され、発生する熱で分散剤等の有機化合物が分解および／または気化すると
ともに水素化銅微粒子の還元および隣接する銅微粒子の融着が起き、結果、焼成膜のレー
ザー照射部の体積抵抗率が低減できる。銅微粒子は基材との界面においても物理的、化学
的効果によって接着すると考えられる。レーザー光照射による加熱方法は、焼成膜のみを
加熱できるという利点を有し、基材に熱ダメージを与えることなく導体膜を形成できる。
すなわち、レーザー照射による局所的かつ短時間の加熱では、銅微粒子の温度上昇が極め
て高速であるため、熱伝達による銅微粒子の周囲の温度上昇はわずかであり、仮に基材が
比較的耐熱性のない高分子フィルムにより形成されていたとしても、高分子フィルム全体
が溶けることなく導電膜を形成できる。
【００４５】
　レーザー光の波長は、使用する分散剤、添加剤および溶媒などの種類や配合量等に応じ
、焼成膜による光吸収率が４０％以上となる範囲で任意に選択できるが、コストおよび装
置のメンテナンスの容易な点から、３５０～９００ｎｍが好ましい。代表的なレーザーと
しては、ＧａＮ、ＧａＡｓＡｌ、ＩｎＧａＡｓＰ系などの半導体レーザー、ＡｒＦ、Ｋｒ
Ｆ、ＸｅＣｌなどのエキシマレーザー、ローダミンなどの色素レーザー、Ｈｅ－Ｎｅ、Ｈ
ｅ－Ｃｄ、ＣＯ２、Ａｒイオンなどの気体レーザー、自由電子レーザー、ルビーレーザー
、Ｎｄ：ＹＡＧレーザーなどの固体レーザーなどが挙げられる。また、これらのレーザー
の第二高調波、第三高調波などの高次高調波を利用してもよく、紫外域、可視光域、赤外
域のいずれの波長のレーザー光を使用できる。さらに、連続波の照射でも、パルス波の照
射でもよい。一般的に半導体レーザーは赤外域波長の連続レーザー光の照射に適するため
好ましい。
【００４６】
　レーザー光の照射径、走査速度、出力等の印加エネルギーに係る各条件は、形成される
導体膜の酸化や焼成膜のアブレーション、ピーニングが起こらない範囲で適宜設定できる
。レーザーの照射径（ビーム径）は描画するパターンや模様にあわせて適宜設定できるが
、１０μｍ～１０ｍｍが好適である。走査速度は、その他のパラメータや必要精度、製造
能力等に応じて適宜設定できる。
【００４７】
　レーザー照射を行う雰囲気は、形成される導体膜の酸化を抑制するため、不活性ガス雰
囲気が好ましい。具体的には、窒素ガス含有雰囲気下において、赤外域の波長の連続波レ
ーザー光を、１～５００ｍｍ／秒の走査速度で、１～１４０Ｗの出力範囲で照射すること
が好ましい。このとき、銅微粒子を緻密に焼結させ体積抵抗率を充分に低減させるために
、レーザー光を照射した部分の温度が３００～５００℃、より好ましくは３００～４００
℃となるようレーザー照射条件を調整する。
【００４８】
　加熱時間は、加熱温度に応じて、銅微粒子を緻密に焼結させ体積抵抗率を充分に低減さ
せて導体膜が形成できる時間を設定すればよい。
　焼成膜を前記した温度で加熱するためには、レーザー光の出力は５～１００Ｗがより好
ましく、５～５０Ｗがさらに好ましい。走査速度は０．３～２０ｍｍ／秒がより好ましい
。このようなレーザー加熱工程により焼成膜が３００～５００℃の高温で加熱されるため
体積抵抗率１０Ω・ｃｍ以下の導体膜を形成できる。
【００４９】
　上記したレーザー加熱工程により、基材への熱影響を最小限とし、特に低耐熱性基材で
あるＰＥＴ、ＰＥＮ等のプラスチックを用いた場合にも、焼成膜のみを高温で加熱できる
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。また、レーザー照射により３００℃以上で加熱するため、充分に体積抵抗率を低減させ
た導体膜を形成できる。
【００５０】
　本実施形態において、製造される導体膜の厚さは、０．３～２．０μｍが好ましい。
【実施例】
【００５１】
　以下、実施例によって本発明を詳細に説明するが、本発明は以下の実施例に限定されな
い。例１、２は実施例であり、例３は比較例である。実施例および比較例における微粒子
の同定、微粒子の平均粒子径の測定、導体膜の厚さの測定、導体膜の体積抵抗率の測定の
各方法を、それぞれ以下に示す。
【００５２】
［微粒子の同定］
　微粒子の同定は、Ｘ線回折装置（リガク機器社製、装置名：ＲＩＮＴ２５００）を使用
して行った。
【００５３】
［微粒子の平均粒子径］
　無作為に抽出した１００個の微粒子の粒子径を、透過型電子顕微鏡（日立製作所社製、
装置名：Ｈ－９０００）または走査型電子顕微鏡（日立製作所社製、装置名：Ｓ－８００
）を使用して測定し、それらの値を平均して平均粒子径を求めた。
［導体膜の厚さ］
　接触式膜厚測定装置（Ｖｅｅｃｏ社製、装置名：ＤＥＫＴＡＫ１５０）を使用して測定
した。
［導体膜の体積抵抗率］
　四探針式抵抗計（三菱油化社製、装置名：ロレスタＧＰ　ＭＣＰ－Ｔ６１０）を使用し
て、導体膜の表面抵抗値を測定した。測定された表面抵抗値に導体膜の厚さを乗じて、体
積抵抗率を求めた。
［光吸収率の測定］
　紫外可視分光光度計（日立ハイテクノロジーズ社製、装置名：Ｕ－４１００型）を用い
て焼成膜の波長３００～１０００ｎｍにおける光透過率および光反射率を測定し、光吸収
率を算出した。
【００５４】
（導電インクの製造）
　ガラス容器に、トルエン３００ｇと、銅（II）塩としてギ酸銅（II）四水和物３０ｇ、
およびアルキルアミンとしてｎ－ヘプチルアミン（沸点１５７℃）１５ｇを加えて撹拌し
た。次いで、ヒドリド系還元剤であるＮａＢＨ４の４．５ｇを添加し、撹拌することによ
って、微粒子がトルエン中に分散した黒色の分散液を得た。
　得られた分散液中の微粒子を回収し、Ｘ線回折で同定を行ったところ、水素化銅微粒子
であることが確認された。水素化銅微粒子（一次粒子）の平均一次粒子径は１０ｎｍであ
った。また、得られた水素化銅微粒子分散液の固形分濃度は４質量％であった。
【００５５】
　次いで、得られた水素化銅微粒子分散液を減圧濃縮し、α－テルピネオールを添加して
粘度を調節し、導電インクを得た。得られた導電インクの水素化銅微粒子固形分濃度は３
０質量％であった。
【００５６】
［例１］
　基材としてＰＥＴフィルムを用いた。上記の導電インクを使用し、産業用インクジェッ
トプリンタ（富士フィルムグラフィックシステム社製、装置名：ＤＭＰ２８１３）により
、ＰＥＴ基材上に長さ５ｃｍ、幅５ｍｍとなるよう配線パターンを印刷した。印刷後のＰ
ＥＴ基材を、窒素雰囲気下、１５０℃で１時間加熱し、焼成膜の形成されたＰＥＴ基材を
得た。得られた焼成膜の厚さは０．５μｍ、体積抵抗率は２０μΩ・ｃｍであった。
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　得られた焼成膜の光吸収率を図１に示す。図１より、波長３００ｎｍ～１０００ｎｍに
おける光吸収率は４０％以上であることが分かる。
　前記で得られた焼成膜上を３００℃以上で加熱するために、窒素雰囲気下で、半導体レ
ーザー（浜松ホトニクス社製、装置名：Ｌ１０４０２-７２、波長：８０８ｎｍ、ビーム
径：１．７５×５．５８ｍｍ、照射出力：５Ｗ）を用い、走査速度１ｍｍ／秒でレーザー
照射を行った。レーザー照射後の導体膜の体積抵抗率は７μΩ・ｃｍであった。
【００５７】
［例２］
　上記の導電インクを使用し、産業用インクジェットプリンタ（富士フィルムグラフィッ
クシステム社製、装置名：ＤＭＰ２８１３）により、ＰＥＴ基材上に長さ５ｃｍ、幅５ｍ
ｍとなるよう配線パターンを印刷した。印刷後のＰＥＴ基材を、真空中、１００℃で１時
間加熱し、焼成膜の形成されたＰＥＴ基材を得た。得られた焼成膜の厚さは０．６μｍ、
体積抵抗率は５５μΩ・ｃｍであった。
　得られた焼成膜の光吸収率は図１と同じであった。図１より、波長３００～１０００ｎ
ｍにおける光吸収率は４０％以上であった。前記で得られた焼成膜を３００℃以上で加熱
するために、窒素雰囲気下で、半導体レーザー（浜松ホトニクス社製、装置名：Ｌ１０４
０２-７２、波長：８０８ｎｍ、ビーム径：１．７５×５．５８ｍｍ、照射出力：５Ｗ）
を用い、走査速度１ｍｍ／秒でレーザー照射を行った。レーザー照射後の導体膜の体積抵
抗率は５μΩ・ｃｍであった。
【００５８】
［例３］
　上記の導電インクを使用し、産業用インクジェットプリンタ（富士フィルムグラフィッ
クシステム社製、装置名：ＤＭＰ２８１３）により、ＰＥＴ基材上に長さ５ｃｍ、幅５ｍ
ｍとなるよう配線パターンを印刷した。印刷後のＰＥＴ基材を、窒素に３容量％の水素を
混合した雰囲気下、１２０℃で１時間加熱し、焼成膜の形成されたＰＥＴ基材を得た。得
られた焼成膜の厚さは０．５μｍ、体積抵抗率は１５μΩ・ｃｍであった。
　得られた焼成膜の光吸収率を図２に示す。波長６００～１０００ｎｍにおける光吸収率
は４０％以下であった。前記で得られた焼成膜を窒素雰囲気下で、半導体レーザー（浜松
ホトニクス社製、装置名：Ｌ１０４０２-７２、波長：８０８ｎｍ、ビーム径：１．７５
×５．５８ｍｍ、照射出力：５Ｗ）を用い、走査速度１ｍｍ／秒でレーザー照射を行った
。レーザー照射後の導体膜の体積抵抗率は１５μΩ・ｃｍであった。
【００５９】
　例１、例２では、焼成膜の波長３００～１０００ｎｍにおける光吸収率は４０％以上で
あり、この焼成膜に波長８０８ｎｍのレーザー光を照射して加熱することで温度は３００
℃以上となり、充分に体積抵抗率が低減できたことが分かる。一方、例３では、焼成膜の
波長６００～１０００ｎｍにおける光吸収率は４０％以下であり、波長８０８ｎｍのレー
ザー光を照射しても焼成膜は加熱されず、体積抵抗率が充分低減できていないことが分か
る。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
また、本発明の導体付き基材の製造方法によれば、ＰＥＴ、ＰＥＮ等の耐熱性が低い基材
を使用する場合でも体積抵抗率の小さい導体膜を製造でき、この導体膜が形成された基材
は、信頼性の高い配線基板として好適に用いられる。
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